A Study of Brand Equity Assets on the Balance Seet by 古江 晋也 & Furue Shinya
ブランドの資産計上に関する一考察
著者 古江 晋也
雑誌名 關西大學商學論集
巻 48
号 5
ページ 725-746
発行年 2003-12-25
その他のタイトル A Study of Brand Equity Assets on the Balance
Seet
URL http://hdl.handle.net/10112/12277
関西大学商学論集 第48巻第 5号 (2003年12月） (725) 195 
「ブランドの資産計上に関する一考察」
古江晋也
1 はじめに
1980年代後半以降短期的な売上高の増大を目指すマーケティングの反
省から，ブランドが価格競争を回避しつつ，企業競争優位を持続的なもの
とする手段として注目された（陶山・梅本〔2000〕）。
こうしたなかで，ブランドを資産として把握し，それを維持管理するこ
との重要性を唱えた概念が，ブランド・エクイティである。ブランド・エ
クイティには，大別して顧客特権(customerfranchise)としてのブランド・
エクイティと財務的資産 (financialassets) としてのブランド・エクイテ
イの意味を有する。
顧客特権としてのブランド・エクイティの研究は，今日においてもマー
ケティング分野で重要な研究課題であり消費者の知覚に焦点をあて，ブ
ランド戦略の策定等が議論されている。それに対して，財務的資産として
のブランド・エクイティの研究は， 1990年代前半，マーケティング分野で
議論が行われてきたが，ブランドの競争優位性に主眼を置いた場合，必ず
しも貨幣的評価は必要ではないと認識されるようになった。
しかし，近年，企業価値が無形資産によってもたらされること，英米会
計基準における無形資産の取扱が大幅に変更したことを受けて，改めて財
務的資産としてのブランド・エクイティが注目されることとなった。そし
て，現在では，株式時価総額と簿価の著しい乖離を修正し，簿価を真の財
196 (726) 第 48 巻第 5 号
政状態に近づける試みとして， 自己創設ブランドの資産計上に関する議論
が活発に行われている。
そこで本論文は．会計基準においてプランドがどのように取扱われてき
たのかということを概観し．ブランドのオンバランス化が行われることに
よって企業行動にどのような影響が牛じるのかということを検討する。
2 ブランドの資産計Lをめぐる背景
1980年代初頭，ブランド・エクイティが唱えられ．明確な定義はなかっ
たもののプランドの長期的な顧客特権とその特権の財務的価値を意味して
いた (Barwise[1993])。
しかし. 1980年代後半以降欧米企業がブランドを H的としたと思われ
る買収が行われるようになり，ブランドを「資産」と認識し．その管理を
行うことの重要性が唱えられることとなった。なかでも，米国・マーケテ
ィング・サイエンス研究所 (MarketingScience Institute: MSI)において
ばプランド・エクイティ管理に関するコンファレンスが1988年と1990年
の二度にわたって開催された口
このようなブランド・エクイティにおける議論の高まりによって．マー
ケティング分野では， 1980年代後半からブランドの財務的資産と顧客特権
としての価値の双方から議論が行われてきた。しかし．必ずしも金銭ベー
スでのブランド価値評価は必須条件ではないという認識のもと．ブランド
の差別的．持続的，潜在的な競争優位性に主眼を置くブランド・エクイテ
イの評価・診断を行うモデルが開発されることとなった2)。そのため，マ
1) 1990年11月に行われたMSI第 2回コンファレンスは，①プランドの財務的価値は
何か②既存と新たに構築されるブランドとの資本配分，③株主価値を高めるため
のプランド管理．④優先順位の決定と資源配分．⑤長期的なイノベーションと価値
を犠牲にした短期的な財務上のパフォーマンスヘの過度の強調を克服するのにブラ
ンド・エクイティ概念は助けとなるのかという問題が出され，ブランドの財務的
価値の問題が早くから議論されていた (Maltz[1991])。
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ーケティング分野では，顧客特権としてのブランド・エクイティについて
の研究が中心に行われることとなった。
だが，財務的資産としてのブランドは， 1980年代後半，英国企業が企業
買収を相次いで行い，一部の企業が買収したブランドのオンバランス化を
行ったため，大きな注目を浴びることとなった。このオンバランス化の背
景には，ブランド価値の重要性を認識したというよりも財務戦略の側面が
強いものであった。しかし， 1990年代になると経営目標も「売上高」や「市
場シェア」から「企業価値」へと移行し，株主価値の最大化を目標とする
企業経営が求められるようになった。そして，企業価値を高める要因は，
有形資産よりも無形資産であると唱えられるようになり (Blair& 
Wallman [2001]), 無形資産としてのブランドの重要性が会計学で認識さ
れるようになったのである。さらに， Boufour[2003]は，①サービス活
動の急速な成長，②製造業が流通，マーケティングや製品管理に膨大な投
資を行うようになってきたことによる製造活動の抽象化
(dematerialization), ③サービス産業の産業化等の要因によって無形資産
が重視されてきたと分析する。
しかし，ブランドを含めた無形資産の重要性が唱えられているのもかか
わらず，企業会計はこれらの現状に対処できていなかった。なかでも
Wallman [1995]は，財務会計 (financialaccounting) と企業のデイスク
ロージャーがビジネスにおける急速な変化に足並みを揃えていないと主張
する。そして，その要因の一つが無形資産が貸借対照表の資産項目に計
上されていないため，企業の真の財政状態 (financialposition) と大きく
異なっていると指摘した。
1990年代後半からは．買収に伴うのれん代の価格がもはや無視すること
のできない金額を要していることや，企業のブランドを含めた無形資産に
対する投資額が膨大な金額となり，ブランドの資産計上が重要な課題とし
2)青木・乳井 [1997]p.14. 
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て議論されることとなったのである。
3 ブランド，無形資産とのれんについて
近年，無形資産の重要性が唱えられるようになり，そのオンバランス化
が盛んに議論されている。では，会計学において無形資産とは，どのよう
な資産として定義されているのであろうか。
アメリカの財務会計基準審議会 (FinancialAccounting Standards 
Board: F ASB) は財務会計基準書 (Statementof Financial Accounting 
Standards: SF AS) において無形資産を．「物的実体のない（金融資産を
含まない）資産」 (SFAS142,Appendix F) と定義し．法的権利基準ない
しは分離可能性基準を満たしている場合は．のれんと区別して認識される
とした (SFAS141,par.39)。表 1は. SFAS141号による無形資産の分類を
示したものである。
このなかでマーケティング関連の無形資産は， tにマーケティング，製
品プロモーションまたはサービスで活用される資産であるとされ， トレー
ドマークやサービスマークは政府機関による登記，商業上の継続的な泊
用などを通じて法的に保護されることから，これらの資産を法的権利基準
に該当する資産としてのれんと区別している。ちなみに， トレードマーク
やサービスマークが分離可能性基準に適合する場合ものれんと区別す
ることができる (Al5)。
ではそもそも，のれんとは何を意味するのであろうか。 SFAS141号
では，のれんを「買収された資産と引受けた負債に帰属する正味合計額を
上回る被買収企業の超過コスト」 (par.43) を購人のれんとし，この差額
である超過コストを次の 6つの要素に分類し，のれんとして認識すべきか
どうかを示している (B102-B106)。
要素 1: 被買収企業の正味資産の簿価と公正価額の差額。
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表1 SFAS141号による無形資産の分類
a. マーケティング関連の無形資産
(1) トレードマーク， トレードネーム＊
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(2) サービスマーク， コレクテイプマーク，サーティフィケーションマーク＊
(3) 商品包装（独自の色，形またはパッケージデザイン）＊
(4) 新聞のマストヘッド＊
(5) インターネット・ドメインネーム＊
(6) 競争制限協定＊
b. 顧客関連の無形資産
(1) 顧客リスト▲
(2) 受注または生産残高＊
(3) 顧客契約とこれに関連する顧客関連＊
(4) 契約によらない顧客関係▲
C. 芸術関係の無形資産
(1) 演劇．オペラ．バレエ＊
(2) 書籍雑誌，新聞，他の著作権＊
(3) 作曲作詞，コマーシャルソングなどの音楽著作権＊
(4) 絵画写真＊
(5) 動画ミュージックビデオ，テレビ番組を含めた映像と音響作品＊
d. 契約関連の無形資産
(1) ライセンス，ロイヤルティ，スタンドスティル契約＊
(2) 広告，建設請負，管理，サービスまたは納人契約＊
(3) リース契約＊
(4) 建設許可＊
(5) フランチャイズ契約＊
(6) 事業及び放映権＊
(7) 掘削，水資源大気，鉱物資源，森林伐採及び道路使用のような使用権＊
(8) 抵当回収業務契約のような回収契約＊
(9) 雁用契約＊
e. 技術関連の無形資産
(1) 特許権を有する技術＊
(2) コンピュータ・ソフトウエアと遮蔽板＊
(3) 特許を有していない技術▲
(4) タイトル・プラントを含むデータベース▲
(5) 秘密の製造工程，プロセス， レシピのような取引上の秘密＊
＊……法的権利基準を満たす無形資産 ▲…分離可能性基準を満たす無形資産
出所） SF AS141 Appendix Almplementation Guidance A14 
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要索 2: 資産の認識基準を満たしていない． または認識することを禁止され
ているために被買収企業によって認識されない他の正味資産の公正価
値。
要素 3 : 被買収企業における既存ビジネスの“ゴーイング・コンサーン”要
素の公正価植。
“ゴーイング・コンサーン＂とは，正味賓産の集合によって期待される
よりも邸い収益率を得るための能力とされる。
要素 4: 期待シナジーと．被買収企業の正味資産と事業の結合による他のベ
ネフィットの公正価値；
要索 5: 評価エラーによる買収企業によって支払われた過大評価Q
要索 6: 買収企業による競争人札の過大な支払または投売りによる過小な支
払（）
このうち．要索 1は．本質的にそれ目休資廂ではなく正味資産に枯づ
き被買収企業によって認識されなかった利益 (gain) を反映している 0 ま
た，要索 2は. -i~ に個々の質哨として認識される無形資産を反映している
(B103)。そして．要素 5は，買収企業に関係し，本質的にはそれn休が
資産やその一部でもなく．測定エラーである。要索 6もまた資産ではなく．
買収企業の損失 (loss) または利益 (gain) を表している (B104)。
そのため，のれんの本質となるものは，要素 3の資産集合体をI加］る収
益力を生み出す能力と要素4のシナジー効果であると考えられる (FASB
はこれを“のれんの本質 (coregoodwill)" としている）。そして，これら
の要素は，企業体から切り離すことができないため，のれんと認識される
のである。
では，ブランドとは， どのような資産であるのであろうか。
財務的資産としてのブランド・エクイティは，ブランド・ネームを有す
る廂品によって牛じたキャッシュ・フローとプランド・ネームを有しない
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商品によって生じたキャッシュ・フローの対比であるとされる3)。さらに，
ブランドは， トレードマークのように単一のものではなく， トレードマー
クとその関係したトレードネーム，方式， レシピ，専門技術のような補足
的資産のグループという性格を持つ。そのため， FASBは，補足的資産グ
ループ (groupof complementary assets) を形成する資産が同様に有効
耐用年数を有していれば補足的無形資産のグループをブランドという一つ
の資産として形成することを認め (A16), 無形資産として認識している。
つまり，ブランドとは物的実体を伴わない，金融資産ではない無形資産
であり，グループでキャッシュ・フローを生み出す資産であるといえる。
4 購入のれん及び無形資産の会計基準
ブランドの会計処理については，当初，企業買収から生じた購入のれん
の問題として議論が行われた。
アメリカでは1944年，会計研究公報 (AccountingResearch Bulletins: 
ARB) 24号「無形資産の会計」が公表され，購入のれんの資産計上が求
められることとなった 4)。そして，当時の米国会計基準であるARB43号は，
無形資産をタイプ (a)とタイプ (b)に分類して，議論が行われていた。
タイプ (a) とは，存続期間が法律，規則または契約もしくはその性質に
よって限定される無形資産であり，特許権，著作権などが含まれていた。
タイプ (b) とは存続期間が限定されておらず，取得時においてその存
続期間が有限であることの徴候のない無形資産でありのれん一般，商号
などが含まれていた。
購入ブランドは，タイプ (b) に該当し， タイプ (b)の無形資産は，
その存続期間が限定されるか， またはその価値の喪失が明らかにならない
3) Shocker & Weitz [1988] p.2. 
4)伊藤 [2001]pp.63-64. 
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限りは減価償却をおこなわず，原価で繰り越すこととされた印6)。その
ため．企業はのれんを償却するときに生じる費用計上を避けるため，無形
資産（とりわけ．のれん）を無期限に貸借対照表の資産に計上する処理を
行った7)0 
このような状況を鑑み．アメリカ公認会計士協会 (AmericanInstitute 
of Certified Public Accountants: AICP A) は1970年に会計原則審議会
(Accounting Principles Board: APB)意見書17号を公表した。この意見
書では，無形資産の価値は結果的に消滅するため．便益を受けると評価さ
れる期間にわたって償却されるべきであり (par.27). すべての要素を分
析すれば，大部分の無形資産は有効耐用年数を合理的に見積もる結果とな
るべきである (par.28). とした。そして．その償却期間は40年を越えて
はならないことを規定したのである (par.29)。
イギリスにおける購人のれんの取扱は，会計実務基準書 (Statements
of Standard Accounting Practice: SSAP)において原則的方法として取得
時に積極的購人のれんを準備金から消去する即時償却法 (immediate
write of) と．代替的方法として積極購人のれんを資産計上し．有効経済
耐用年数 (usefuleconomic life)に応じて損益計算書を通じて償却してい
くアモチゼーション法の適用を要求していた (par.39.par.41)8) o 
5) 岡田 [1998]p.72. 
6) タイプ (b)の無形資産は，存続期間が有限となれば済崩し償却を行わなけれ
ばならない。ただし ARB43号では，償却期間が短期であり，損益を大きく歪め
る結果となる場合には利益剰余金に賦課することで一部の切下げをすることも認
められていた。
7) Kieso & Weygandt [1995] p.573. 
8)即時償却法は，のれんを株主による被買収企業の期待将来利益の支払とみなされ
る。この意味でのれんは株主の利益と直接関係があると考えられる。それに対して
済し崩し償却法においては，将来利益の便益を取得することで費用が発生するとみ
なす。そのため，購人のれんを貸借対照表に計上し，費用収益の原則に基づき，耐
用年数にわたって償却を行う (Glautier& Underdown [1997] pp.171-172., 白石
[1997] pp.15-21.)。
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しかし， 1980年代後半以降イギリス企業が購入ブランドを財務諸表に
計上したことや，企業が無形資産に多額の資産を投下している事実に対し
て，無形資産をのれんとして処理し，償却するという方法に疑問が投げか
けることとなった。そのため， 1990年代後半，購入無形資産における英米
会計基準の取扱が大きく変化することになった。
1997年，イギリスは， SSAP22号を廃止し，財務報告基準 (Financial
Reporting Standards: FRS) 10号「のれんと無形資産」を公表した。
FRSlO号は，のれんや無形資産が限定された有効経済耐用年数 (limited
useful economic life)であるとみなされた場合は，それらはその寿命によ
って規則的に償却されるべきであるが (par.15), 有効経済寿命が不明確
とみなされる場合は，償却すべきではないと規定した (par.17)。そして，
購人のれんや無形資産が20年を超えた期間で償却，または償却されない場
合はその理由を示さなければならず，買収された事業または無形資産の
耐久性に貢献している特定の要因を基礎として論じられるべきであるとし
た (par.58)。さらに， 20年を超える期間で償却されるのれんと無形資産，
または償却されないのれんと無形資産は，毎年，減損テストを行わなけれ
ばならないとしたのである (par.37)。
また，アメリカでも， APB17号が廃止され， 2001年7月にSFAS142号
が公表されることとなった。購入のれんとは，買収された資産と引受けた
負債に帰属する正味合計額を上回る被買収企業の超過コストであるとされ
(par.43), 契約または他の法的権利から生じたものであれば無形資産は
のれんと分離した資産として認識される (par.39)。加えて，無形資産は
契約または他の法的権利から生じてなくても，分離可能であれば，のれん
と分離した資産であると認識されると規定したのである (par.39)。
つまり，従来，資産価値の減少については定額法による減価償却を求め，
費用計上することとなっていたが，有効経済耐用年数が不明確なのれん及
び無形資産については定期的な価値の減損認識 (impairmentreview) を
行うことで利益剰余金にチャージする減損処理を求めたのである。
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FASBは，現行の会計モデルと利用可能な評価テクニックの制約下にお
いて，適切な減損テストを伴ったのれんの非償却は，のれんを償却するよ
りも企業価値に基づいた購入のれんの経済的影響を正確に反映した財務情
報を提供すると結論付けている (par.B99)。
これらが，購入のれん及び無形資産における会計基準の動向であり，現
在では購人のれん及び無形資産の資産計上は認められるようになった。し
かし， 自己創設のれん及び無形資産についての資産計上は認められていな
しヽ。
5 自己創設のれん及び無形資産の会計基準
アメリカSFAS142けにおいては特に識別1iJ能でない．イ漕明確な耐m
年数または継続しているビジネスに内在しすべての実休に関連したのれ
んを含む無形資廂を内部で発展．維持．または修復したコストは発牛時
に費用として認識すべきであると規定している (par.IO)。しかし. FASB 
は，耐m年数があり，明確に識別できる自己創設無形賢廂については明
確に規定することを避けている (pars.B23-25.)。
イギリスFRSlO号は自己創設のれんは資産計1・＾ できず (par.8), 自已
創設無形資産は，「容易に確定できる市場価値」 (readilyascertainable 
market value) を有する場合のみ，資産計卜＾できる (par.14)。しかし，
ブランドやマストヘッドは，価値測定が困難であるという視点よりも，の
れんの本質と非常に類似した資産であるという認識から．のれんと同様に
扱われるべきであると結論付け， 自己創設ブランドの資産計上は否定的で
ある (Appendixil par.65)。
ちなみに国際会計基準 (InternationalAccounting Standards: IAS) 
38号では， (a)資産に起因する将来的な経済的便益が企業に流入する可
能性が高く， (b) 資産のコストを確実に測定することができる場合に，
企業は無形資産として認識する必要があるとしている。これは，購入無形
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資産と自己創設無形資産に適用される (par.3)。だが.IAS38号は自己創
設のれんは資産として認めず (par.36).研究の支出は無形資産として認
識されず (par.42). 自己創設ブランド．マストヘッド（発行人欄），パブ
リッシング・タイトル，顧客リストなども無形資産と認められない(par.51)
と規定している。
では，なぜ， 自己創設無形資産は，貸借対照表の資産に計上されないの
であろうか。このことを考察するために，会計の基本的概念において資産
がどのように規定されているのかを見てみよう。
FASBの財務会計概念書 (Statementof Financial Accounting Concepts: 
SFAC)第 6号「財務諸表の構成要素」では．「資産とは．過去の取引ま
たは事象の結果として．ある特定の実体によって取得または支配されてい
る，発生の可能性の高い経済的便益である」と定義している (par.25)。
このように，資産となり得るには．企業が排他的に支配し．将来におい
て経済的便益の源泉であることが重要であるが，財務諸表で認識されるに
は，さらに次の四つの認識基準を満たさなければならない。
それは，①定義（対象項目が財務諸表における要素の定義を満たしてい
ること），②測定可能性（対象項目が十分な信頼性をもって測定できる適
合的な属性であること），③適合性（対象項目についての情報が利用者の
意思決定に差異をもたらすことができること），④信頼性（その情報が表
現上．忠実性，検証可能性および中立性を有していること）であり， これ
らの認識基準を満足しなければならず．かかる認識基準が満足されるとき
に認識されなければならないとする (SFACNo.5 par.63)叫
9) FASBは，資産に計上するための「信頼をもって計測できる」測定可能性ついて，
財務諸表における項目の性質ならびに測定される属性の目的適合性および信頼性に
よって次の五つを挙げている (FASB [1984] SF AC No.5 par.67)。
(1)歴史的原価（実際現金受領額）
…歴史的原価とは，「当該資産を取得するために支払った現金額または現金同等額で
あり，通常は取得後の償却費またはその他の配分額で修正した額」をいい，有形／
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そのため， 自己創設無形資産が資産項目に計上されるためには，認識基
準に該当しなければならない。だが，そもそも無形資産とは，有形資産
／固定資産および大部分の棚卸資産は，歴史的原価で報告される。
(2)現在原価
…現在（取替）原価とは．「もしも同一または同等の資産を現在取得するとすれば支払
わなければならない現金額または現金同等額」をいう。
(3)現在市場価値
•••現在市場価値とは．「通常の清算において資産を売却することによって人手されう
る現金額または現金同等額」をいう。有価証券に対する投資は，その現在価値で報
告される。
(4)正味実現可能（決済）価額
…j£ 味実現可能（決済）価額とは，「資産が正常の営業過程において換金されると予測
される時間の経過に伴う割引を除外した現金額または現金圃等額をいいもしも当
該換金を行うために必要な直接費があればこれを控除したもの」をいう。買掛金
ないしは保証債務は． 一般的に正味実現可能（決済）価額として報告される。
(5)将来のキャッシュ・フローの現在（または割引）価値
…将来のキャッシュ・フローの現在（または割引）価値とは．「正常な営業過程におい
て資産が換金されると予測される将来のキャッシュ・インフローの現在価値から．
ヽ¼該キャッシュ・インフローを獲得するために必要なキャッシュ・アウトフローの
現在価値を控除したもの」をいう。長期の売L債権は．その現在価値で報告されて
いる。
そして，将米のキャッシュ・フローの現在（または割引）価値を会計情報に用い
る場合のキャッシュ・フローについては．次の四種類が挙げられている (FASB
[2000] SF AC No.7 par.24)。
(1)公正価値
…市場参加者が独立した当事者間による現在の取引において．資産（または負債）の
購入（または負担）または売却（または弁済）を行う場合の価額
(2)使用価値および実体固有の測定値
…資産または負債の価値を特定の実体ごとに把握しようとするものであり．市場参加
者による仮定のかわりに実体自身による仮定が用いられる。
(3)実行弁済測定値
…仮に，約定利子率により今日投資すれば特定の負債（の弁済）に要するキャッシュ・
アウトフローに対応する将来キャッシュ・インフローをもたらす資産の現在の価額
を表す。／
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無形資産の特性は，少なくとも次の四つを述べることができる10)0 
第一の特性は，無形資産は，同時に複数の用途に用いることができるこ
とにある。土地建物等の有形資産や金融資産は，ある用途に使用すれば，
他の用途に利用することができない。そのため，有形資産や金融資産のベ
ネフィットは，それを所有する企業が独占的に享受することができ，支配
することができる。しかし，無形資産は複数の用途に同時に利用すること
ができ，その資産の有用性を損なうことはない。例えば，特許はこの特性
に該当するといえる。
また，ブランドも多数の製品に付与することができるため，第一の特性
に該当するといえる。ただし，ブランドは特許等と異なり，拡散しすぎる
と価値の希薄化が行われていると考えられている 11)。そのため，ブランド
は，適切な統制が行われることが前提になるといえよう。
第二の特性は，無形資産は不確実性（リスク）が高いことである。
R&D, 人的資本，組織資産は，企業のイノベーションに重要な役割を担い，
そのイノベーションの成果を企業の売上高向上へと結びつけるものがブラ
,/ (4)原価累積測定値または原価見越測定値
…実体の予測期間において資産の取得または負債の弁済のために生じると実体が予測
する費用（通常は追加的費用）を把握するものである。
原初認識時の測定には，公正価値が基本となっている。原初認識時における公正
価値には，歴史的原価または実際現金受領額は公正価値と近似値と考えられ，現在
原価および現在市場価値も公正価値に当てはまる。しかし，正味現実可能価額およ
び現在価値は公正価値に当てはまらないとする (par.7)。そのため，現在価値は，
原初認識が行われた後の，償却原価法として用いられることとされてきた (par.6)。
だが現在価値は，公正価値を見積もることができる場合に限り，原初認識時にお
ける会計測定およびフレッシュ・スタート測定に用いられることを認めている
(par.25)。この時の公正価値は，市場価格であるため，現在価値が市場価格を説明
できる場合に原初認識に適用できるという見解である。
10)無形資産の特性についてはLev[2001] [2002]を参照されたい。
11) Loken&John [1993] pp.71-84. 
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ンドの役割である。しかしこのようなR&D. 人的資本組織資産ブ
ランドを構築するには．大きなリスクが生じ．投資に見合った将来の経済
的便益を獲得できるかどうか不明確である。 Tauber[1988] は， 1970年
代に主要な食品企業がスーパーマーケットに投入した7,000以上のアイテ
ムを調査した。すると，成功したと考えられる最低売上1,500万ドルを超
えた新製品はわずか93アイテムであり. 93アイテムの 3分の 2がライン拡
張によるものであったという。これは．ブランドを構築することが如何に
困難であるのかを物語るものであり. 1湘確実性が高いため．信頼しうる評
価を行うことが困難であるといえよう。
第三の特性は無形資産には組織化された市場がないことである。組織
化された市場が存在しないために無形資産もしくはブランド価値を測定す
ることが困難であり．このことが公正価値の測定を難しくさせる。
第四の特性は無形資産はイ斗活性 (Inertness)であることである。無
形資産は，それ自体で価値を形成することも成長することもできない。つ
まり．無形資産が価値を形成するためには効果的なサポートが必要となる。
そのため，企業の競争優位が失われれば，価値あるブランドは単なるネ
ームを急速に悪化させるかもしれない (Lev[2002])。
つまり， 自己創設無形資産， とりわけ自己創設ブランドは，法的権利に
よって，実質的支配を有し，将来における経済的便益の源泉となるが，ブ
ランド構築はリスクが高いことそして将来の経済的便益をどのように測
定するのかという測定可能性の問題があるため，オンバランス化するこ
とができなかったといえる。
6 ブランド資産計上の利点と課題
無形資産のオンバランス化は，無形資産の重要性が高まるなかで，現在
の財務諸表が企業の実体を正確に表していないという指摘がなされたこと
にある。では無形資産がオンバランス化されることの意義とはどのよう
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な点にあるのか。
経済産業省 [2002]は購入ブランドの資産計上が行われることで，企業
は，市場で過小評価されている株価の上昇を生み，競争優位を高めるとい
う。そして，情報利用者の意義としては，①将来キャッシュ・フローの予
測，②のれんの減損等の合理性や投資効率性の説明可能性，を挙げている。
また，自己創設ブランドの資産計上についての意義として，企業側は，
①ビジネスチャンスの増大，②ブランド使用料の算出根拠の明確化，③株
主価値・企業価値増大による競争力の強化，④敵対的買収 (TOB)防止，
という点に意義があり，情報利用者には，①情報の非対称性の解消，②投
資意思決定の高い有用性， という意義があるという。
このなかで，ブランドの資産計上が，株価の過小評価を修正し， TOB
を防止するという意義は，企業経営において魅力的な提案といえよう。
Fredericks [1991]は，株式市場はブランド・エクイティの問題を考慮し
ていないという意味の主張を行っている。しかし，株式市場はブランド・
エクイティという非財務的情報を考慮に入れていないという主張に対して
Simon & Sullivan [1993] は強く反論している。また，岡田 [2002] は，
ブランド構造のような非財務情報が企業価値の推定に組み込まれていると
主張する。ブランドが市場評価に反映されている研究は他にも見られ（齋
藤 [1999]), アナリスト• 投資家にとって，そのブランドが特定の市場に
強い影響力を持っているかどうか，がひとつの投資の目安として使用され
ている叫したがって，市場で過小評価されてきた企業が，ブランドを資
産計上することでその価値が認められるのであれば，大きな意義があると
いえる。
だが，ブランドの資産計上については，慎重な意見もみられる。その意
見をまとめてみれば①ブランドの分離可能性，②ブランド測定に伴うリ
スクと不確実性，③提供された情報が付加価値を有するかどうかは明確で
12)田中 [1999]p.25. 
210 (740) 第 48 巻第 5 号
はない， という点に集約できる (Barwiseet al [1989]. Cooper [1989])。
第一のプランドにおける分離可能性についてBarwiseet al [ 1989]は，
ブランド価値とは，事業の他の価値と区別することは不可能でありプラ
ンドはブランド・ネームやトレードマークのような法的に分離できる財産
権 (propertyrights)以上のものであると主張する。今日，買収ブランド
においては分離可能であると考えられているが，自己創設プランドにおい
て特許，流通チャネルなどの複数の要因が関係するため，実質的には分
離可能であると考えることは難しい。
第二のブランド測定に伴うリスクと不確実性についてGlauter& 
Underdown [1997] は，ブランドの評価に対する客観的な測定方法が確
立されていないため，ブランド価値の算定のイ湘確実性が，利用者に役立つ
かどうかは疑問があり，貸借対照表の客観性を失うおそれがあるとは指摘
する。これは第一位の問題点である提供された情報が付加価値を有するのか，
という課題と密接な関係にある。
ブランドのオンバランス化は，情報利）lJ者に有益に働くことが軍要な根
拠となっているが貸借対照表の客観性を失うこととなれば，必ずしも情
報利用者ーとりわけ債権者ーにとっては有益とはいえない。
現在企業会計は連結中心の情報提供機能にシフトし無形資産の資産
計上は，簿価を市場価格に近づける試みとして注目されるが，イギリスの
会計基準委員会 (AccountingStandards Committee: ASC) [1989] が
TR738で主張していたように無形資産を考慮するうえで，貸借対照表は
企業価値の公表を目的としているわけではなく，貸借対照表において公表
された資産総額は，企業の市場価値を決めるものではないという議論もあ
る。そのため，ブランドがオンバランス化されれば利害調整機能，とり
わけ，配当可能利益計算における会計的意義が失われる可能性もある。
では，ブランドのオンバランス化は，企業にどのような影響を与えるの
であろうか。
投資家に対する情報開示を行うことによって，他社よりも企業価値が高
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く評価されるのであれば，投資家に情報開示を行わない企業は情報公開を
行う企業よりも低く評価されることになり，結果として企業はプランドの
資産計上をはじめとする情報公開を促進するはずである。しかし， Lev
[2001]は，このような「完全な情報開示の原則」が無形資産においては
失敗していると指摘する。では，無形資産が，財務諸表に計上されれば，
どのような利害関係が生じるのであろうか。
無形資産が資産計上されれば，将来報告される利益と事業の成長率を引
き下げることとなる。しかし，費用計上されれば，当期において処理され
るため，将来の利益と成長率は高まることとなる。したがって，経営者は，
将来の利益と成長率を重視しているとすれば，無形資産を資産計上するよ
りも費用計上するほうを支持するともいえる。また，無形資産を費用化す
れば，企業業績に活用される指標である自己資本利益率 (ROE)や総資
本利益率(ROA)は，高まることになる点にも注意しなければならない(Lev
[2001])。
さらに，ブランドの資産計上の問題は，会計における保守主義の慣行と
も大きく関わっている (Lev[2001])。これは，「損失は計上すれども利
益を計上せず」という格言にみられるように純利益および純資産を過大表
示するのではなく，むしろ過小表示することが好まれてきた (FASB
[1980])。そして，資産の過小表示は，財務諸表の外部利用者である銀行
等にとっては，借入金その他の負債の担保に提供される資産の安全性が高
まるため，望ましいことであると考えられてきた (FASB[1980])。した
がって，ブランドのオンバランス化を行えば従来より利益が多く計上さ
れるため，債権者の担保設定に影響を与えると考えられる。
さらに，ブランド構築は大きなリスクを伴う。とりわけ，ブランド構築
における成功率の低さは，後に大半のブランドを損失として計上しなけれ
ばならなくなることを意味する。そのため，新たにブランド構築を行う場
合は，費用計上を行う方が，後に損失を計上しなくなるため，経営者が経
営責任を負わされることも少なくなる (Lev[2001])。
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また，プランドの資産計上は，税法や商法等との整合性を採る必要もあ
る。現在，広告費は税法上，損金計上されているが，自己創設ブランドの
資産計上が行われる場合，プランド価値を形成するうえで投入された研究
開発費や広告費等はダブルカウントになるため，損金に計上されない可能
性がある。広告費が損金算入されなければ，法人課税（法人税と法人事業
税）の租税負担が増大する。これは，ブランド構築コストが増大すること
に他ならない。
加えて，ブランドが資産計卜される場合，配当可能計算に抵触するおそ
れがあり，配当規制を行うなどの措置を行う必要もある（経済産業省
[2002])。
このようにプランドの資産計J・.ー とりわけ，自己創設プランドーの利
点を再度まとめてみれば，企業側にとってビジネスチャンスの増大，ブラ
ンド使用料の算出根拠の明確化，株t価値• 企業価値増大による競争力の
強化，敵対的買収 (TOB) 防止， という利点を挙げることができる。し
かし，ブランドのオンバランス化を行うことによって財務諸表の客観性を
失う可能性もある。
また，企業経営に与える影響として， ROEやROAの業績低ド特別損
失の増加，広告費の損金不算入によるブランド構築費用の増大，配当の過
大な支払いなどが生じることも考えられる。そのため，税法や尚法改正が
行われなければ，ブランドのオンバランス化によってキャッシュ・フロー
が増大するどころか，キャッシュ・フローが流出するということにもなり
かねないといえる。
7 おわりに
ブランド価値を測定するためには，何らかの間接的指標に依存しなけれ
ばならない。しかし，ブランド構築はリスクが高いこと，将来の経済的便
益をどのように測定するのかという測定可能性の問題を有しているため，
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英米会計基準においては自己創設ブランドのオンバランス化が禁止されて
いるといえよう。今日では，経済産業省を中心にブランド価値を財務的数
値を用いて客観性と検証可能性を確保するためのモデルが提案されてい
る。しかし，ブランド価値には財務的資産としての側面とともに顧客特権
としての要素を有していることにも注目しなければならない。そのため，
財務的数値を用いたブランド価値の価値測定はブランド・エクイティの本
質を体現しているかどうかについては，検討の余地がある。
また，ブランドのオンバランス化には，市場で過小評価されている株価
の上昇を生み出すという点では，大きな利点があるといえるが，その反面，
ROEやROAの業績低下，特別損失の増大，広告費の損金不算入によるブ
ランド構築費用の増大，配当の過大な支払など企業行動に大きな影響を与
える可能性もある。そのため，ブランドのオンバランス化は，必ずしも企
業行動に利点を与えるとはいえない。
では，そもそもブランドのオンバランス化が行われる意義とは何であろ
うか。それは，投資家に対するブランド価値情報の情報提供にある。しか
し，ブランド情報をオンバランス化するためには，客観性を確保したブラ
ンド価値測定と税法や商法等との関連法規の整備など解決しなければなら
ない課題が多い。したがって，ブランド情報を公開するためには，オンバ
ランス化による情報公開ではなく，財務諸表における脚注，アニュアルレ
ポート，事業報告書，有価証券報告書の企業情報などに記載することで投
資家に情報提供を行うことが会計制度の歪みを少なくし，ブランドという
無形資産を投資家に情報提供できるといえよう。
ただし，投資家にブランド価値情報を提供するうえで，ブランドを有す
る企業ないしは利害関係のある企業が，独自の評価モデルで価値を測定す
れば，中立性を保持する点で問題がある。したがって，利害関係のない第
三者が評価する機関を創設し，その機関の判断に基づいてプランド価値評
価を行い，投資家に市場で認められるような情報提供を行うことが中立性
を確保する方法の一つであると考えられる。いわば，社債やCP等につい
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ての信用リスク情報を提供する格付け会社のような機関によって評価され
ることが望ましいといえる13)。
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